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１．多重債務問題の現状





２．施策の連携事例

自立相談支援機関と関係機関との連携状況





ある又は生活困窮に至る可能性のある者が、生活困窮状態を理由に、または生活困

窮状態と他の要因が絡み合い、自殺に追い込まれることもあると考えられる。 

したがって、困窮者法に基づく支援と自殺対策が、対象者本人の状態や意向と各々

の専門性に応じて、しっかりと連携することが重要である。 

今般、両施策間の連携について下記のとおり通知するので、各自治体の関係主管部

局におかれては、その趣旨や内容を理解いただき積極的に連携を進めていただくとと

もに、各都道府県におかれては、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）及び関

係機関等に周知いただくよう、よろしくお願いしたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

による技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１ 困窮者法主管部局及び自立相談支援機関における基本認識 

（１）自殺の危険性が高い者に対する支援についての基本的な考え方 

自殺を図った者の直前のこころの健康状態を見ると、大多数は、様々な悩みによ

り心理的に追い詰められた結果、うつ病、アルコール依存症等の精神疾患を発症し

ており、これらの精神疾患の影響により正常な判断を行うことができない状態とな

っていることが明らかになっている。 

このような状態にあり自殺の危険性が高いと考えられる者が、自立相談支援機関

（自立相談支援事業を実施する者。困窮者法主管部局が直営で実施する場合と民間

事業者に委託して実施する場合がある。なお、自立相談支援事業は、全ての福祉事

務所設置自治体が実施主体となり実施されている。（福祉事務所を設置していない

町村に関しては都道府県が実施主体となる。））に相談した場合、自立相談支援機関

は、保健所や精神保健福祉センター、自殺対策主管部局、精神保健担当部局等が運

営するこころの健康相談窓口や、必要に応じて精神科医療機関等に早期につなぐ必

要がある。このため、自立相談支援機関は、自殺の危険性を示すサインについての

解説資料である「ゲートキーパー養成研修用 DVD」（以下 URL）を積極的に活用す

ること等により、自殺の危険を示すサインやその対応方法、支援が受けられる外部

の保健・医療機関の連絡先等の基礎知識を習得しておくことが重要である。 

 

（「ゲートキーパー養成研修用 DVD」URL） 

http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/week/gatekeeper-yousei.html 

http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/kyoukagekkan/gatekeeper-yousei2.html 



http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/kyoukagekkan/gatekeeper-yousei3-

4.html 

※なお、これらの内容については、今後「厚生労働省動画チャンネル

（YouTube）」において参照可能とすることを予定している。 

 

（２）自殺の危険性の高い者への具体的な対応方法 

うつ病を診断する目安としては、「眠れない」、「食欲がない」、「一日中

気分が落ち込んでいる」、「何をしても楽しくない」といったことが 2 週間以

上ずっと続く、というものがある。一つ一つの症状は誰もが感じるような気分

であるが、一日中ほぼ絶え間なく感じられ、長期間続くようであれば、うつ病

のサインである可能性があるため、相談等を通じてこれらのサインに気付いた

際は、精神科医療機関等での受診を促す等して、専門医の相談につなげていく

ことが大切である。本人を精神科医療機関につなぐ際に、本人がその必要性を

理解しないために受診拒否をする場合がある。このような場合、「病気かもし

れないから」と受診を勧めても本人には必要性は分からないが、「心の問題が

体に関係することもあるので、専門家のカウンセリングを受けてみましょう」

と本人が苦しんでいることに焦点をあてて受診を促すことで、受診への抵抗感

を減じさせる可能性もある。 

精神科医療機関を含め、他の相談機関等を紹介する場合には、当該機関に確

実につながることができるように、相談者の同意を得た上で可能な限り連携先

に直接連絡を取り、相談の場所、日時等を具体的に設定して相談者に伝えるこ

とが望ましい。また、連携先への地図やパンフレットを渡したり、アクセス（交

通手段、経費等）等の情報を提供するなどの支援を行うことも効果的と考えら

れる。 

  

２ 困窮者法主管部局及び自立相談支援機関と自殺対策主管部局等との連携 

（１）連携に当たっての基本的考え方 

現在、各地方公共団体の自殺対策主管部局、保健所及び精神保健福祉センタ

ー等(以下「自殺対策主管部局等」という。)を中心として、電話相談、来所相

談、心の健康等の健康要因と生活面の相談を併せて行う総合支援相談会の実施、

相談員等自殺対策に係る人材の養成、普及啓発等の自殺対策事業が展開されて

いる。 

生活困窮者や自殺の危険性が高い者を早期に発見し、早期に支援につなげる

に当たっては、困窮者法主管部局及び自殺対策主管部局がそれぞれ有する関係

機関とのネットワークを活用することが効果的である。このため、両機関が日

頃から関係を持ち、それぞれのネットワークに相互に参画することなどに努め



なお、自殺対策に関しては、地方公共団体ごとに実施体制は様々であるが、多く

の都道府県・政令指定都市において庁内連絡会議等の庁内横断的な推進体制（34 都

道府県 8 市）や 庁外の関係者との連携を図るための連絡協議会(47 都道府県 19 市)

が設置されていることから、連携に当たってはこのような既存の会議体を活用する

ことが考えられる。また、福祉事務所設置自治体ごとに設置されている困窮者法所

管部局や自立相談支援機関が、都道府県の自殺対策所管部局や都道府県の設置する

自殺予防に関する相談窓口と両者の連携体制を構築する場合は、都道府県の困窮者

法主管部局が適宜間に入って調整を行う等工夫して実施するようお願いしたい。 

 

   

（２）具体的な連携のあり方 

（１）のとおり、様々な自殺対策事業が展開されている中、生活困窮者自立支援と

の連携に当たっては以下のとおり考えられる。 

①自立相談支援機関と、自殺予防に関する相談窓口との連携（自殺予防に関する相

談窓口が持つ専門的なノウハウを生かした、一人ひとりの相談者、支援ケースレ

ベルでの連携） 

②困窮者法所管部局・自立相談支援機関と地域自殺対策推進センターとの連携（当

該センターが専門的な知見を持つ広域の機関であることを生かした、関係機関ネ

ットワークづくりや技術的助言・研修の実施等） 

③地域自殺対策推進センターが設置されていない自治体においては、困窮者法所管

部局・自立相談支援機関と自殺対策主管部局との連携（関係機関ネットワークづ

くりや研修の実施等） 

 

① 自立相談支援機関と自殺予防に関する相談窓口との連携 

自殺予防に関する相談窓口は、各地方公共団体の実情に応じ、例えば、「こころ

の健康相談窓口」といった名称で、保健所や精神保健福祉センター、自殺対策主管

部局、精神保健担当部局等において設置・運営されている。自殺予防に関する相談

窓口及び自立相談支援機関が把握した生活困窮者・自殺の危険性の高い者を適切に

両者の支援につないでいくことが重要であることから、具体的には以下のとおり連

携を図るようお願いしたい。 

また、小規模な地方公共団体では自殺予防に関する相談窓口が設置されていないこと

もあるが、この場合は、当該自治体の自立相談支援機関と当該地方公共団体が属する

都道府県の設置する窓口とが以下のとおり連携を図るようお願いしたい。（特に精神

保健に関する問題から自殺の危険性が高いと考えられる場合には、当該 



地方公共団体の精神保健担当部局又は精神保健を担当する保健師と連携を図る

こと。） 

・自殺予防に関する相談窓口への相談者のうち、複合的な課題を抱えた生活困窮者

（世帯全体でみてそのような状況にある事案を含む）について、本人の意向を踏

まえつつ、当該窓口から自立相談支援機関につなぐこと（つないだ後については

以下の（ウ）を参照）。 

・自立相談支援機関で把握した生活困窮者のうち自殺の危険性の高い者については

自殺予防に関する相談窓口と連携し、早期に適切な支援を行うこと。（例えば、

うつ病等の精神疾患を抱えている可能性がある場合には、迅速に精神科医療機関

にかかるように支援を行う等。）また、この際、 

（ア）早期の段階から自殺予防に関する相談窓口と連携し、アセスメントを共に実

施することで、スクリーニングの判断を適切に行うこと。 

（イ）スクリーニングにおいてプラン作成による継続的支援をしないと判断する場

合は、本人の意向を踏まえつつ、自立相談支援機関から自殺予防に関する相談

窓口につなぐこと。 

（ウ）スクリーニングにおいてプラン作成により継続的に支援していくと判断する

場合は、必要に応じて自殺予防に関する相談窓口と連携して支援していくこと

をプラン内容に盛り込み、支援調整会議に自殺予防に関する相談窓口の担当者

が参加する等、必要な連携を図ること。 

なお、両者がともに支援する場合は、本人の意向も踏まえ、両者において支援方

針の摺り合わせを十分に行った上で、例えば、経済的困窮に対応するための支援は

自立相談支援機関が担い、日常における見守りや傾聴等の支援は自殺予防に関する

相談窓口が担うなど、適切な役割分担を図りつつ、その自立に向け、十分に連携し

て必要な支援を行うこと、また、プランの評価を行う際には当該窓口の相談員も出

席し、適切に終結・再プラン・中断の判断を行うことをお願いしたい。 

 

① 困窮者法主管部局・自立相談支援機関と地域自殺対策推進センターとの連携 

 地域自殺対策推進センター（以下「センター」という。）は、都道府県及び政令

指定都市において、保健・福祉・医療・労働・教育・警察等関係機関と連携を図り

ながら、市町村等に対し適切な助言や情報提供等を行うとともに、地域における自

殺対策関係者等に対し研修等を行うことを目的に設置されるものであり、現在、23

道府県及び 13 政令指定都市において運営されている。 

センターにおいては、 

・管内の関係機関（自殺対策主管部局等のほか、自殺対策を行う民間事業者や警察、



消防等も含む）の連絡調整、ネットワークの強化 

・市町村及び民間団体が行う自殺対策事業に対する相談支援、技術的助言 

・関係機関において、自殺を考えている者の支援に携わる者等に対する適切な支援

方法等に関する研修 

・地域における自殺の実態把握（原因・動機別内訳の傾向分析を含む） 

等を行うこととしている。 

 こうしたセンターの機能を踏まえ、困窮者法主管部局・センターの間では、両者

が持つ関係機関ネットワークへの相互の参画や、両者が実施する研修を相互に参

加・活用する等により、お互いの支援内容について理解を深め、①の連携の基盤づ

くりを行うようお願いしたい。 

 また、自立相談支援機関においては、自殺の危険性の高い者からの相談事例のう

ち、自立相談支援機関のみでの対応が困難なものについての支援方法等について、

技術的助言を求めることが考えられる。 

 

① 困窮者法主管部局・自立相談支援機関と自殺対策主管部局との連携 
地方公共団体の自殺対策主管部局においては、②のセンターは設置していない場

合であっても、研修等の人材養成や自殺予防のための連携体制構築などを行う自殺

対策事業を、当該地方公共団体の実情に応じて実施している場合がある。 

このような場合、当該地方公共団体においては、②において困窮者法所管部局・

自立相談支援機関とセンターとの間で想定する連携について、当該地方公共団体の

自殺対策主管部局との間で連携を図ること。なお、管轄するセンターがない地方公

共団体のうち、小規模な地方公共団体では自殺対策事業を実施していないこともあ

るが、この場合は当該自治体の自立相談支援機関と当該自治体が属する都道府県の

自殺対策所管部局とが連携を図るようお願いしたい。 

 

（３）留意事項 

（２）に掲げたとおり相談者をつなぐ場合や、ともに支援する場合は、相談の時

点で聞き取った相談者の状況や希望、必要と考えられる支援の内容等の個人情報の

第三者提供に当たって本人に同意を得ることが基本となる。なお、各地方公共団体

において定める個人情報保護条例に則った対応が必要であることに留意するよう

お願いしたい。 

 

 



３．子どもの人権SOSミニレター



「子どもの人権SOSミニレター」統計資料（平成27年度）



４．子どもの人権110番



５．19歳以下の自殺者数の推移

自殺者総数 学生・生徒 小学生 中学生 高校生 小学生 中学生 高校生

平成１９年 33093 873 8 51 215 0.11 1.41 6.31

平成２０年 32249 972 9 74 225 0.13 2.06 6.68

平成２１年 32845 945 1 79 226 0.01 2.19 6.75

平成２２年 31690 928 7 76 204 0.10 2.14 6.06

平成２３年 30651 1029 13 71 269 0.19 1.99 8.03

平成２４年 27858 971 8 78 250 0.12 2.20 7.45

平成２５年 27283 918 8 98 214 0.12 2.77 6.45

平成２６年 25427 874 18 99 213 0.27 2.83 6.39

平成２７年 24025 835 6 102 241 0.09 2.94 7.26

自殺者数（男女計）　※１ 児童・生徒の自殺死亡率　※２

自殺者数、児童・生徒数、児童・生徒の自殺死亡率の推移（平成１９年から２７年）

資料：警察庁「自殺統計」、文部科学省「学校基本調査」より厚生労働省自殺対策推進室作成
※１ 自殺者数は、「年」（１月～１２月）の集計
※２ 自殺死亡率（１０万人当たりの自殺者数）に使用した学生数は「年度」（４月～翌３月）による集計



６．過重労働等に関するデータ
【労働時間の状況】
・我が国の労働者１人当たりの年間総実労働時間は緩やかに減少しているが（第1－1
図）、これは、パートタイム労働者の割合の増加によるものと考えられ、パートタイム
労働者を除く一般労働者の年間総実労働時間は2,000時間前後で高止まり（第1－2図）。



・１週間の就業時間60時間以上の雇用者の割合は、平成15、16年をピークとして概ね緩やか
に減少しており（第1－3図）、性別、年齢層別に見ても就業者の割合は概ね減少傾向にある
（第1－4図）。
・性別、年齢層別には、30歳代、40歳代の男性で週60時間以上就業している者の割合が高い
（第1－4図）。



・平成27年における１週間の就業時間が60時間以上の雇用者の割合は、①運輸業、郵便業
（18.3％）、②建設業（11.5％）、③教育、学習支援業（11.2％）の順に多い（第1－11図）。
・１週間の就業時間が60時間以上の雇用者の割合は、平成22年と比べて多くの業種で減少し
ているものの、一部の業種では増加している（第1－11図）。



【年次有給休暇の状況】
・年次有給休暇の付与日数は長期的に微増（第1－13図）。
・年次有給休暇の取得率は平成12年以降５割を下回る水準で推移（第1－13図）。



【職場におけるメンタルヘルスの状況】
・メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所は増えてきてはいるが（第2－7図）、仕事や職業
生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合は依然として50％を超えている
（第2－1図）。
・特に「仕事の質・量」が原因でストレスを感じる労働者が多い（第2－2図）。



【精神障害の労災補償状況】
・精神障害に係る請求件数は、平成21年度に1,000件を超えて以降、1,000件台で推移（第5－
12図）。
・精神障害に係る支給決定件数は、平成24年度以降400件台で推移（第5－13図）。
・業種別に見ると、請求件数、支給決定件数ともに「製造業」が最多（第5－14図）。
・年齢別に見ると、請求件数、支給決定件数ともに「40～49歳」が最多（第5－20図）




